
第６３期決算公告    東京都台東区東上野二丁目 16番 1号 

2026年 6月 29日      株式会社日立プラントサービス 

          取締役社長  武藤 修 
 

 

貸 借 対 照 表 
（2026年3月31日現在） 

 
科    目 金  額 科    目 金  額 

(資産の部) 百万円 （負債の部） 百万円 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

電 子 記 録 債 権 

売掛金及び契約資産 

未成工事支出金 

前 渡 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

関係会社預け金 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 ・ 構 築 物 

機 械 ・ 運 搬 具 

工具器具 ･備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

商 標 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

施 設 利 用 権 

ソフトウエア仮勘定 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

前 払 年 金 費 用 

敷金及び保証金 

そ の 他 

 

 

資 産 合 計 

80,838 

978 

0 

4,115 

45,289 

1,316 

1,304 

562 

161 

26,496 

611 

8,671 

1,217 

639 

351 

122 

93 

1 

8 

1,399 

1 

1,350 

3 

43 

6,055 

118 

568 

1 

4,078 

979 

280 

28 

 

 

89,510 

流 動 負 債 

電 子 記 録 債 務 

工 事 未 払 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

契 約 負 債 

完成工事補償引当金 

受注損失引当金 

そ の 他 

固 定 負 債 

退職給付引当金 

資 産 除 去 債 務 

負 債 合 計 

(純資産の部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

純 資 産 合 計 

 

 

 

 

 

 

 

負 債 純 資 産 合 計 

57,673 

8,244 

17,604 

1 

9,122 

4,346 

2,738 

12,748 

429 

2,058 

380 

1,597 

1,459 

138 

59,271 

 

 30,238 

3,000 

617 

123 

493 

 26,621 

626 

25,994 

6,728 

 19,266 

30,238 

 

 

 

 

 

 

 

89,510 
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損 益 計 算 書 

( 自 2025年 4月１日 
至 2026年 3月31日 ) 

科 目 金 額 

    百万円 

完 成 工 事 高    117,304  

完 成 工 事 原 価    86,709  

完 成 工 事 総 利 益    30,595  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費    11,783  

営 業 利 益    18,812  

営 業 外 収 益      

受 取 利 息 配 当 金  65    

固 定 資 産 処 分 益  0    

為 替 差 益  65    

そ の 他  70  200  

営 業 外 費 用      

支 払 利 息  0    

固 定 資 産 処 分 損  113    

そ の 他  45  158  

経 常 利 益    18,854  

特 別 利 益  ―  ―  

特 別 損 失  ―  ―  

税 引 前 当 期 純 利 益    18,854  

法人税、住民税及び事業税  5,611    

法 人 税 等 調 整 額  △179  5,432  

当 期 純 利 益    13,422  
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個 別 注 記 表 

            

※記載金額については、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

 ① 子会社株式および関連会社株式･････････移動平均法に基づく原価法 

 ② その他有価証券 

   市場価格のない株式等……移動平均法に基づく原価法 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   未成工事支出金……個別法に基づく原価法 

(3)固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。 

 ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、

社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 ③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(4)引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、下記の方法により計上しております。 

    一 般 債 権………………………………貸倒実績率法 

    貸倒懸念債権及び破産更生債権等………財務内容評価法 

 ② 完成工事補償引当金 

引渡しを完了した工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、将来の補償見込

額を過去の実績に基づき計上しております。 

 ③ 受注損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、手持工事のうち損失の発生の可能性が高く、

かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、当該見積額

を計上しております。 

 ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準を採用しております。 

数理計算上の差異は、主に発生時の従業員の平均残存勤務期間（9年～16年）

による定額法により、発生の翌事業年度から費用処理しております。  

なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務の額を超

過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。 
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(5)収益及び費用の計上基準 

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。 

 

当社では、空調・産業プラント設備、水処理設備などの環境関連事業の企画・

設計、施工から、設備の運用・メンテナンスサービス、リノベーションを提供し

ております。これらの工事・サービスのうち一定の要件を満たす特定の工事請負

契約については、一定期間にわたり履行義務が充足すると考えられます。そのた

め、発生原価による進捗度を用いて一定期間にわたって収益を認識しております。

その他の工事・サービスについては、工事の引渡しまたはサービスの提供時点で

履行義務が充足すると考えており、それらの時点で収益を認識しております。 

取引価格は、工事・サービスを顧客に提供することによって、当社が権利を得

ると見込む対価に基づいて測定しております。対価の支払条件は、工事の引渡し

またはサービスの提供後、短期間で支払期日が到来するため、契約には重要な金

融要素は含まれておりません。なお、契約によっては、事前に支払期日が到来す

る場合もあります。 

 

 

(貸借対照表に関する注記) 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,363 百万円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 537 百万円 

短期金銭債務 3,626 百万円 

 

(税効果会計に関する注記) 

(1) 繰延税金資産 

繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損、未払賞与の否認であ

ります。 

 

(2) グループ通算制度の適用 

当社は、グループ通算制度を適用しています。また、「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第42号 2021年8月

12日)に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計

の会計処理並びに開示を行っています。 
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(関連当事者との取引に関する注記) 

1.親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等

の名称 

議決権等

の所有(被

所有)割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 

(注)2 

科目 
期末残高 

(百万円) 

親 会

社 

㈱日立

製作所 

被所有 

直接100％ 

据付工

事の請

負 

金銭消

費賃借 

据付工事の

受注 
506 

売掛金及

び契約資

産 

439 

グループ通

算制度(注)3 
2,448 未払金 2,448 

資金の預入 11,048 関係会社

預け金 
26,496 

利息の受取 57 

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ使用料 1,171 未払費用 718 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)1.上記の金額のうち、据付工事の受注の取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残

高には消費税等が含まれております。 

(注)2.据付工事の受注における取引価格は、一般取引先と同様に個別案件ごとに当社見積りを提示し、

価格交渉の上決定しております。 

資金の預入は、当社、㈱日立製作所との間で基本契約を締結しているものであります。また、

利息については、市場金利、ブランド使用料については市場実勢をそれぞれ勘案し決定してお

ります。 

(注)3.グループ通算制度による通算税効果額の授受とダイレクト納付制度に係る中間納付の精算であ

ります。 

 

 
(１株当たり情報に関する注記) 

(1) １株当たり純資産額 4,718円14銭 

(2) １株当たり当期純利益 2,094円25銭 

 
(重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 


